
【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

2025.03.21

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

1 12.17 安全
消防・救
急

①地域の役割の点での大規模災害に備えた防災対策、避難訓練の取
り組み。
②住民と各種団体との合同防災訓練の継続。 意見に対する考え方を記

載してください。

消防部局
消防総務
課
通信指令
課

①②大規模災害に備えた防災対策などは、防災危機対策局で計画
されております。消防本部としては、大規模災害時には応援・受
援計画に基づく活動となりますが、消火や避難訓練、救急法など
の住民指導は、随時実施しています。 ①②に記載済み

2 12.17 安全
消防・救
急

①（１　常備消防）の成果指標について：救急車の現場到着時間の
平均（短縮）とあるが、現状課題からその指標設定をされた根拠を
再確認したい。（到着時間に現在課題があるのか再確認）。
②（３　救急）の現状には現場到着時間は国の平均を上回っている
とある。また、需要が増えているということだが、不適正な利用の
割合はどれくらいあるのか。）
③（３　救急）の成果指標について：通報後から現場、受入病院ま
での搬送の時短も重要としたうえで、その間の救急救命士の充足率
が安心につながる。指標に救急救命士の充足率（現状未達成）を検
討できないか。また、新規受講者と外国人住民の救命講習の機会を
充実させることも目標にされたい。

―

消防部局
消防総務
課
通信指令
課

①救命率や社会復帰率を勘案すると、1分1秒でも早く処置を開始す
る必要があるため、救急車の現場到着までの時間短縮を図ることが
重要となります。現状は国・県の平均を大きく上回っていることは
大きな課題であり、新消防指令システムの導入や指令員教育など、
消防本部の努力により通報から出動指令までの時間短縮を図ること
ができるため、指標として設定しました。
②救急車を利用して昨年1年間に病院に搬送された人員数は4,781名
で、このうち搬送後に軽症と診察された方は2,221名で全体の47％で
した。ただし、一概にすべてのケースが不適正な利用というわけで
はありません。明らかに不適正と思われる救急要請もありますが、
件数の把握はできておりません。なお、現場到着時に救急隊が搬送
の必要がないと判断し、搬送しない場合もありますが、出動件数に
は計上されます。
③（３　救急）の成果指標は、現場到着後の救急隊から病院への的
確な連絡により病院側の受け入れ判断を早め、現場及び救急車内で
必要な処置を行いながら病院まで迅速に搬送する時間としており、
市民サービスに直結するため、指標として適切であると考えます。
　なお、救急救命士の救急車乗車率は100％を確保しておりますが、
病院研修や高度な知識習得のための研修などにより、勤務員の確保
には苦慮しており、職員採用時における救急救命士有資格者の採用
や、在職職員の研修所への派遣により、計画的に救急救命士資格取
得者の養成を進めています。しかしながら、指標としては間接的な
ものであるため、搬送時間を指標としております。
　また、救急車が現場到着するまでの間にその場にいる家族など
が、適切な救命手当をすることで救命率を上げることを目的に計画
的に救命講習を実施しています。公募型の講習会を月1回以上開催
し、随時募集して新規受講希望者が受けやすい環境を整えています
が、こちらも間接的なものであるため、指標としておりません。

①②③すでに記載
済み

分野別施策に係る意見一覧（02.07審議会での意見等）

※今回の回答NO.
３－１、３５－１、３６－１、５０－２、５８－１、７８－１、
８２－３、８２－４、８８～９５

※オレンジ色のセルについて、回答しています。
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【参考資料３】
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提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

3 12.17 安全
消防・救
急

①（３　救急）の課題、具体的な取り組みについて、救命講習につ
いて、多言語による講習の必要性あり。外国人住民の受講者を増や
すため、さらに具体的な手立て、計画が欲しい。
②（４　火災予防）の指標について、出火率ならば、あくまでも目
標は「０（ゼロ）」。未然に防ぐことができた割合などにできない
ものか。

①救命講習の多言語によ
る講習や外国人受講者を
増やすための手立てや計
画について。

消防部局
管理課

①まずは、「やさしい日本語」を取り入れた講習会を開催し、外
国人受講者が参加しやすい環境を整え、将来的には外国人受講者
の中から応急手当指導の補助や啓発の補助ができる方を増やして
いきます。
②人為的に起こる火災以外にも、自然現象により発生する火災や
事故による火災もあり、火災をゼロにすることは不可能です。し
かしながら、出火率が県下でもワーストであり、その中でも人為
的に起こる枯草火災が半数を占めるという事実から、まずはワー
ストからの脱却を目標とすることで、全体的な火災件数を減少さ
せるための分かりやすい指標であると考えます。
　また消防としては、住宅用火災警報器の設置を更に推進して、
火災初期に早期発見し、逃げ遅れによる死者をなくすように事業
を進めています。

①②すでに記載済
み

3-1 03.27 安全
消防・救
急

①（３　救急）の課題、具体的な取り組みについて、救命講習につ
いて、多言語による講習の必要性あり。外国人住民の受講者を増や
すため、さらに具体的な手立て、計画が欲しい。
②（４　火災予防）の指標について、出火率ならば、あくまでも目
標は「０（ゼロ）」。未然に防ぐことができた割合などにできない
ものか。

①AED講習会に参加した
人を、補助メンバーとし
て活用する等講習会を受
講した人を次につなげて
いく取り組みはあります
か。

消防部局
管理課

① 計画的な応急手当普及員の育成と、既に指導できる資格をお持
ちの方と協力し、新規受講者の増加を目指すとともに、救命の知
識や技術を市民の方に幅広く普及していきたいと考えておりま
す。 ①考え方を記載

（シートは修正し
ない）

4 12.17 安全 環境

①（１　環境保全）市民にカーボンニュートラルに対する取り組み
を分かりやすく周知する機会をつくる。

意見に対する考え方を記
載してください。

人権生活
環境部
生活環境
課

①地球環境問題や市の施策について、市のホームページや広報を
通じ情報を共有し啓発を引き続き行ってまいります。

①すでに記載済み

5 12.17 安全 環境

①（１　環境保全）の成果指標：既に締結した民間事業者（株式会
社三十三銀行と株式会社バイウィル）との連携協定を１件とするの
か。
②（２　生活環境）の成果指標：水質BODの環境基準を達成するに
は生活排水対策の成果指標が必要（連動）だと考えます。また、こ
の指標を設定し、具体的にどのような生活環境への影響を改善した
いのか。

―

人権生活
環境部
生活環境
課

①成果指標の公民連携による事業化件数となりますので、連携協
定を含めた事業化件数となります。また、事業化件数1件という指
標につきまして、1件/年という考えであり、表記に不足がありま
したので、「1件/年」と変更させていただきたいと思います。
②現在（令和6年度）に生活排水対策推進計画を策定しており、こ
の指標を設定し、具体的にどのような生活環境への影響を改善し
たいのかを検討しています。

①今回修正する
②考え方を記載
(シートは修正な
し)

5-1 02.07 安全 環境

①（１　環境保全）の成果指標：既に締結した民間事業者（株式会
社三十三銀行と株式会社バイウィル）との連携協定を１件とするの
か。
②（２　生活環境）の成果指標：水質BODの環境基準を達成するに
は生活排水対策の成果指標が必要（連動）だと考えます。また、こ
の指標を設定し、具体的にどのような生活環境への影響を改善した
いのか。

②この指標が達成された
ら、改善されることを記
載してください。

人権生活
環境部
生活環境
課

②BODの環境基準が達成されていない久米川流域について、生活排
水対策推進計画を策定し、久米川のBODの水質目標を環境基準を満
たす3mg/L（2035年度）に設定しました。合併処理浄化槽の整備を
推進し、生活排水処理率を2035年度で99.4％（三重県「生活排水
処理アクションプログラム（平成28年度版）」に基づく）に上げ
ることで河川へ流入する汚濁物質を減らして、目標達成をめざし
ます。
河川の水質を改善し、川の水をきれいにすることで、生活環境の
向上につなげます。

②考え方を記載
(シートは修正な
し)
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提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

6 12.17 安全 環境

①（１　環境保全）の指標について、事業化件数１件とあるが、事
業化を推進することで達成できる課題克服等を指標にできないもの
か。

―

人権生活
環境部
生活環境
課

①ご指摘のとおり課題克服についての指標を設定を視野に入れま
したが、課題が民間事業者様の取り組みが必須となることから、
官民連携事業等を行い、まずは官民で共通の課題認識を持てるよ
うに取り組んでいきたいと考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

7 12.17 安全 環境

①（１　環境保全）成果指標：「ゼロカーボンシティ宣言に基づく
公民連携による事業化件数　１件」というのは、４年で１件なの
か。少なすぎるのではないか。

―

人権生活
環境部
生活環境
課

①（再掲）成果指標の公民連携による事業化件数1件という指標に
つきまして、1件/年という考えでしたが、表記に不足がありまし
たので、「1件/年」と変更します。

①今回修正する

7-1 02.07 安全 環境

①（１　環境保全）の指標について、年１件とするのではなく、門
戸を広げているということが民間事業者等へ伝わるようにしてほし
い。また、指標について、累積値とすることで増やすことはできな
いか。

―

人権生活
環境部
生活環境
課
環境政策
課

①公民連携事業につきましては、事業内容によって要する時間や
作業量等は様々であり、また、連携先と調整しながら進める必要
があります。つきましては、本市の実情やニーズを踏まえ、質の
高い効果的な地球温暖化対策を進めていくため、年１件の指標と
し毎年度着実に実績を積み上げていくこととしています。なお、
公民連携事業は各種団体との連携事業を想定しておりますが、連
携先及び実施事業の対象について広く門戸を広げていることを、
市の広報誌やホームページ、ＳＮＳによる広報、啓発を行うほ
か、上野商工会議所や伊賀市商工会等を通じて市内事業者にも広
く周知していきたいと考えています。

①すでに記載済み

8 12.17 安全
交通安
全・防犯
衛生

①獣害に対する衛生対策

意見に対する考え方を記
載してください。

人権生活
環境部
生活環境
課

①生活環境課では、獣害を引き起こすような野生動物の死体が,市
の農林振興課、国県市道の道路管理者、民地所有者等から伊賀市
斎苑に持ち込まれた場合の火葬業務に対する衛生対策として、施
設の汚損及び職員の感染症予防等のため、持ち込み者による死体
の梱包の徹底並びに職員の作業時の手袋・マスク等の着用等を
行っています。

①すでに記載済み

9 12.17 安全
環境
衛生

①（１　斎苑）新斎苑のモニタリングの頻度は。その中で課題はあ
るのか、また稼働してから臨時休業はあったのか。
②（２　狂犬病予防）義務である注射接種率が70％を下回る要因は
何なのか。　平日接種会場へ行けない飼い主のために休日は本庁の
み対応されているが、接種機会について課題はないか。

―

人権生活
環境部
生活環境
課

①新斎苑の運営にかかるモニタリングは月１回、ＰＦＩ事業全体
にかかるモニタリングは四半期に１回行っている。令和６年７月
から新斎苑が稼働しているが、臨時休業はしていません。
②（内容案）接種率の低下の要因として考えられることとして
は、近年国内での発症がないため、狂犬病についての危機意識が
低くなり、飼い主が接種の義務を把握していない可能性がありま
す。また、室内飼育が増加しているため、外との接触がないこと
から接種しなくても大丈夫と飼い主が誤解していることが考えら
れます。
集合注射については、伊賀獣医師会に所属獣医師の派遣協力を依
頼し、日程等を調整しています。集合注射日程の増加は、各獣医
師の事業等を圧迫する可能性もあることから、現在のところ考え
ていません。接種義務者である飼い主の責任において、現状の集
合注射及び各動物病院等での接種を行っていただくよう啓発に努
めます。
例年３月に集合注射の案内ハガキを送付していますが、接種確認
がされていない飼い主に対し、接種案内を再通知することを検討
します。（１０月頃）

①②すでに記載済
み
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10 12.17 安全
環境
衛生

①（１　斎苑）成果指標指標：行政ができることを含めて再度検討
してほしい。

―

人権生活
環境部
生活環境
課

①本件はＰＦＩ事業であり、運営についても事業者の創意工夫に
より品質向上を目指すものとなっている。市は、事業者による事
業が、市の示した要求水準を満たすものかをモニタリングする役
割となっているが、個別具体的な事業内容について市が主体的に
関与するものではない。
斎苑は日々の火葬需要に確実に応えられるよう施設の維持管理を
含め安定運営が求められる施設であり、臨時休業は原則あっては
ならないものと考えていることから、市としては定期的及び臨時
的なモニタリングを通して当該指標の達成に努めたいと考えてい
る。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

11 12.17 安全 廃棄物

①不燃物処理場の見通しは。（敷地面積が限られているので、いっ
ぱいになってきたらどうするのか。）

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①境界を接る隣地に畑地等があり、敷地の拡張を検討したい。
①考え方を記載
(シートは修正な
し)

12 12.17 安全 廃棄物

①（１　ごみ処理）成果指標：年間ゴミ処理コスト　１人当は年平
均人口が減少すればコストは上がるがその辺も理解してもらうため
にも現状の市の年平均を上回らないよう設定できないか？
②（２　ごみの資源化）課題：資源化率が市のごみ排出量全体の約
10％とあるが、同規模自治体と比するとどのような位置にあるの
か。また、有価物の流通単価高騰により運営経費の削減につながっ
ているとあるが、流動的な要素であると考え、適正な資源化率の目
標をもっていただきたいと考える。
④（４　不法投棄の防止）成果指標の説明：現状の年間回収重量
7,000㎏を年5％ずつ削減することを目標とあるが、具体的にどのよ
うにしていくのか。

―

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①人口１人当たりのゴミの排出量をベースに変更します。
②資源化率10％は高い数値ではありませんが、隣接する名張市は
5.8％であり、分別収集の更なる徹底により資源化率の向上に努め
ます。
③地域や警察との連携強化によるパトロールの徹底と、監視カメ
ラ等を増設し、不法投棄の抑止効果を図ります。

①②③今回修正す
る

13 12.17 安全 廃棄物

①（１　ごみ処理）「ごみ処理広域化基本構想」について、目的な
どを加えて記載してください。

―

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①追記します。（具体的な取り組み）

①今回修正する

14 12.17 安全 廃棄物

①（２　ごみの資源化）アプリ導入により分別が進むことで、結果
ごみの排出量も減り、処理コストの削減にもつながるので引き続き
登録による分別を啓発しつつ、ごみの排出量において人口増減や世
帯構成等に左右されない指標として、一人１日あたりのごみの排出
量を指標としてはどうか。(市民が実感が持てる数値）
②（２　ごみの資源化）成果指標：「ごみ分別アプリの登録数」で
はなく、資源化できたごみの量が指標になるべきではないか。

①、②について併せて記
載してください。

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①指標を「人口１人当たりのごみ排出量が国の基準を上回らない
ようにする」に変更します。
②「年間のごみ排出量の内、資源化ごみの割合を10％以上にす
る。」に変更します。

①②今回修正する
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

14-1 02.07 安全 廃棄物

①（２　ごみの資源化）成果指標について、「ごみ分別アプリの登
録数」　から　「年間のごみ排出量の内、資源化ごみの割合10％以
上にする」に変更するという回答だと思いますが、施策照会シート
2024.12.11の指標は「ごみ分別アプリの登録数」のまま変更しない
ことになったのでしょうか。
今後ゴミ処理と一本化する中で検討されているなら了解ですが。

―

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①施策照会シートの修正ができていませんでしたので修正しまし
た。
No.14の②の回答のとおり指標を見直しました。

①今回修正する

15 12.17 安全 廃棄物

①（２　ごみの資源化）具体的な取り組み：この部分についてシー
トを読んだが、分別アプリの見直しがごみ分別、資源化の徹底にど
うつながるのかがわからない。 ―

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①アプリのアップデート等を行い、市民の皆様が更に利用しやす
いものにすることで、可燃ごみや資源化ごみの分別収集の更なる
向上に努めます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)→その後、指
標見直し済(No.14
②)

16 12.17 安全 廃棄物

①（３　し尿・浄化槽汚泥）浄化センターのあり方については、
「伊賀市直営し尿収集・処理業務体制等検討委員会」で協議をされ
ているとのことだが、この委員会では民営化についての検討なの
か。一本化についての検討もされているのか。 ―

人権生活
環境部
廃棄物対
策課

①伊賀市直営し尿収集のあり方については、「伊賀市直営し尿収
集・処理業務体制等検討委員会」において、民営化、一本化も含
めて検討していきます。 ①考え方を記載

(シートは修正な
し)

17 12.17 安全 上下水道

①（１　上下水道）成果指標：「上下水道技術職員の採用(目標：
年１人)」について、見通し、目標はあるのか。

―

上下水道
部
経営企画
課

①将来的に安定した上下水道事業継続のためには、技術の継承が
不可欠であり、計画的な上下水道技術職員の採用が必要です。令
和2年度より毎年若干名の募集を行い、５名を採用しました。な
お、近年応募が減少傾向でありますが、今後５年間で２、３名程
度の採用を予定しています。

①すでに記載済み

18 12.17 安全 上下水道

①（２　上水道）震災等が起こり、水道が止まってしまった時に、
飲める湧き水がどこにあるか等を市民が知るための手段は。

―

上下水道
部
水道工務
課
・水道施
設課

①災害が発生した際の応急給水については、伊賀市地域防災計画
に基づいて、できる限り速やかに必要な拠点避難所などの給水拠
点へ給水活動を行います。発生直後は、地域住民が自助・共助の
一環として、備蓄している飲料水や自家用井戸などがある場合に
は生活用水として確保・利用を促しています。なお、飲用可能な
湧き水等に関しては、把握しておりません。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

19 12.17 安全 上下水道

①（２　上水道）災害時、耐震化されていない管路が割れた時、ハ
ザードマップがあれば安心につながると思うが、マッピングするこ
とは可能か。

―

上下水道
部
水道工務
課
・水道施
設課

①市内の管路の耐震化が進んでいないことや、災害の発生状況に
より被害想定が異なるため、浸水ハザードマップのようにマッピ
ングすることは困難です。 ①考え方を記載

(シートは修正な
し)

20 12.17
安心
安全

都市政策

①施策「都市政策」の共通のテーマ、役割を精査してください。

―

建設部
都市計画
課
道路河川
課
建設管理
課

①道路河川課で取りまとめ（３課協議済）

―
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

21 12.17
安心
安全

都市政策

①（１　コンパクトシティ・プラス・ネットワーク）土地利用基本
計画で制限がある中で、人口をどこに誘導するのかというシュミ
レーションがあると思うが、そのシュミレーションは横ぐしで精査
をされているのか。

―

建設部
都市計画
課

①伊賀市立地適正化計画において「居住誘導区域」、「都市機能
誘導区域」を設定し、住宅や医療・福祉施設、商業施設を緩やか
に誘導しているが、計画策定の際に庁内検討会議及び都市計画審
議会において意見聴取を行っています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

22 12.17
安心
安全

住環境

①（１　住宅等の耐震化）指標：耐震診断戸数とあるが、多様な耐
震手法による工事に対する補助制度を利用して耐震化された割合を
(サブ)指標としてはどうか。耐震診断をしても耐震化されなければ
目的は達成されないと考える。また、耐震化の重要性の啓発は充分
できているか。

事務局メモ：現計画の指
標は、「住宅の耐震化
率」。今回「戸数」に変
更した。

建設部
住宅課

①施策照会シートの指標を「補助制度による耐震化割合(年間耐震
化戸数／年間耐震診断総数)」に変更しました。
耐震化の啓発につきましては、市広報や市ホームページでの啓
発、窓口でのチラシ及び申込書の配布、定期的な住宅訪問、庁内
パネル展示等により行っています。
また令和７年度から耐震シェルターの設置についても補助金事業
として取り組む予定です。

①今回修正する

23 12.17
安心
安全

住環境

①（１　住宅等の耐震化）指標：住生活基本計画に取り上げられて
いるはずだが、その計画と整合性はとれているか。現在の計画はど
うなっているのか。

―
建設部
住宅課

①伊賀市住生活基本計画は、2013年度から2022年度までの計画期
間でしたが、見直しを行い、三重県住生活基本計画に統合するこ
ととしたため、現在は当計画の更新はしておりません。
住宅の耐震化については、伊賀市建築物耐震改修促進計画におい
て明記されており、令和７年度に見直しを行う予定です。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

24 12.17
安心
安全

住環境

①（３　空き家）移住定住施策（住宅）との連携について確認した
い。空き家バンクに登録されても移住者や定住者が選ぶ地域の傾向
もあり分析後の課題からみえる地域格差について考慮が必要。ただ
登録を増やしても需要・供給バランスから別の施策も必要と考える
がどうか。そのうえで成約数の率なども検討してはどうか。（古民
家等再生活用指針との精査）

―
建設部
空き家対
策室

①移住定住施策との連携については、空き家バンクの利用希望者
へ申請時に移住コンシェルジュのサポートの要否を確認し、必要
な方に関してはコンシェルジュに繋いでいます。更に、空き家を
購入して事業を検討している方については、開発指導室に事業の
可否について確認するように伝えています。
　空き家バンク事業は、空き家の所有者が売却などを検討しない
限り実績に繋がらない事業です。現状、成約地域に関して、地域
間格差はありますが、それは、地域内に空き家はあるものの、空
き家バンクに物件が登録できていない地域です。空き家は放置し
ておくと痛みが早く売却することができなくなります。今後は空
き家の利活用を促すための啓発を行い、物件の掘り起こしに努め
る必要があると考えます。
　ただし、本市の空き家バンクにおいては長期的に売れ残ってい
る家屋はほぼ無い状況であり、ご指摘の需給バランスに関して
は、需要の方が高い傾向であることから、供給に関して注力して
く必要があると認識しています。

成果指標に関しては、NO25で確認ください。

①今回修正する
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

25 12.17
安心
安全

住環境

①（３　空き家）成果指標：「空き家バンクへの登録家屋数」では
なく、成立件数がふさわしいのではないか。

―
建設部
空き家対
策室

①行政が行う空き家バンクの重要な目的としては、利活用されて
いない空き家の所有者に、空き家に対する問題意識を持ってもら
うことであると考えます。そのため、空き家バンクに登録しよう
と相談に来てもらうことが空き家対策の一つであり、空き家問題
を解決するための最初の一歩であると考えています。その結果と
して空き家バンクへの登録件数の増加を目指すことが、住環境へ
悪影響を及ぼす空き家防止として重要であると考えています。
　また、不動産事業者のように利益を追求する立場であるなら
ば、契約成立件数でも良いと考えます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)→その後、指
標見直し済
(No.25-1)

25-1 02.07
安心
安全

住環境

①（３　空き家）成果指標：25の所管課の考え方をふまえて、登録
件数と併せて契約件数も把握できるとよいと思います。

２つ指標を持つことも可
能です。

建設部
空き家対
策室

①25の考え方のとおり、行政が行う空き家バンクの重要な目的と
しては、利活用されていない空き家の所有者に、空き家に対する
問題意識を持ってもらうことであると考えます。そのため、空き
家バンクに登録しようと相談に来てもらうことが空き家対策の一
つであり、空き家問題を解決するための最初の一歩であると考え
ています。その結果として空き家バンクへの登録件数の増加を目
指すことが、住環境へ悪影響を及ぼす空き家防止として重要であ
ると考えています。
指標については、「空き家バンクへの登録家屋数」と「契約件
数」の２つの指標で管理します。

①今回修正する

26 02.07
安心
安全

公共交通

①（１　交通デザイン）成果指標：まちづくりアンケート結果で、
市の施策を評価するのは相応しくないため、見直しをしてくださ
い。
②働く場所として伊賀市は魅力があるのに、公共交通機関が残念な
ので、しっかりと目標意識を持てるような指標があればと思う。

①と②について、併せて
記載してください。

企画振興
部
交通戦略
課

①②成果指標は、様々な交通機関で利用ができ、交通の接続性や
利便性の向上のため、活用しているICカードの利用率とします。

①②今回修正する

27 02.07
安心
安全

公共交通

①（１　交通デザイン）成果指標：MaaSについての記載を入れるべ
きではないか。伊賀市の人たちの交通を総合的にどうするのか。
MaaSの取り組みを事業者や市民とワークショップすることなどを指
標にしている自治体もある。公共交通ネットワークを形成していく
ための会議の開催数など。

会議の開催回数を指標と
することについては、
ケースバイケースで考え
ていくことを審議会で確
認。

企画振興
部
交通戦略
課

①地方版Maasの検討導入は、新たな交通手法やDX化、既存交通と
の接続性や利便性を向上させることが目的です。Maasの構築は、
単年で実施できるものではなく、単年ごとの目標設定を行うこと
は難しいです。
　成果指標は、様々な交通機関で利用ができ、交通の接続性や利
便性の向上のため、活用しているICカードの利用率とします。

①今回修正する

28 12.17 安心 共生社会

①成果指標について、まちづくりアンケート結果で、市の施策を評
価するのは相応しくないため、見直しをしてください。

―

健康福祉
部
医療福祉
政策課

①成果指標について、「地域福祉資源力」に見直します。
地域福祉資源力は、地域福祉計画の成果を見える化するための指
標の一つであり、地域共生社会の実現を目指すために必要不可欠
な地域力を、人口1,000人あたりの地域資源の数により示していま
す。

①今回修正する
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

29 12.17 安心 共生社会

①（３　つながり・社会参加）成果指標：重層的支援体制がしっか
り動いているかということをはかる必要があると思うが。これが本
当にできているかがわかる指標となっているか。

―

健康福祉
部
生活支援
課

①住宅確保要配慮者（高齢者・障がい者・外国籍の方など）に
は、住宅に困っているだけでなく、複合的な課題を抱える場合が
多いことから、入居前・入居後の課題解決には、様々な機関が重
層的に支援をすることが前提となっています。本成果指標の達成
により、各機関が連携して取組めていることを示すことができる
と考えます。

①指標はそのま
ま、シートを修正
する

30 12.17 安心
高齢者福
祉

①（１　介護保険サービス）成果指標：「市内居宅介護事業所に勤
務する介護支援専門員の数」について、なぜ居宅のケアマネだけな
のか。不足しているのは、ケアマネだけではない。

―

健康福祉
部
介護高齢
福祉課

①伊賀市高齢者輝きプランにおいて、基本目標に掲げている「住
み慣れた地域で暮らし続けるために」「介護が必要となっても安
心して暮らすために」を実現するためには介護保険制度は欠かせ
ないものであり、そのサービスを利用するにあたって要となるの
は介護支援専門員であり、介護支援専門員が不足すれば、そもそ
も介護サービスが利用できなくなる恐れがあることから、まず、
介護支援専門員の確保を優先したいと考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

30-1 02.07 安心
高齢者福
祉

①（４　介護保険サービス）介護人材の確保、具体的な取り組みに
ついて　介護支援専門員の資格取得に多額の費用が掛かると読み取
れるが、実際に費用負担が多額なために目指す人が少ないのか。資
格要件の緩和は国の方向性も示されていることから、自治体で具体
的に取組むことのできる介護現場の生産性向上や負担軽減を優先的
に記載すべきではないか。介護支援専門員に限定的な内容は第7次
高齢者福祉計画・第9期介護保険事業計画に記載されているので、
「総合計画」にはあくまで市内の介護事業所全体に共通する課題に
留める方が良いのでは。
また、「何かしら」「何らかの」という表現は避けたほうが良い。

―

健康福祉
部
介護高齢
福祉課

①介護業界全体に共通する課題の第一は人材確保及び定着と考え
ます。ただ、少子高齢化で人口減少が続いている現状では、充分
な人材の確保は難しいと思われます。限られた人材で介護サービ
スを維持していくためには個々のスキルアップが求められ、それ
を端的に示すものとして資格があると思います。資格を取得する
ことでキャリアアップが図られ、それに伴い給与がアップし安定
した生活が築け仕事への意欲が向上し、また事業所としては、職
員の能力向上により質の高い介護サービスを提供することがで
き、それが新たな人材を呼ぶことにもつながり、最終的に介護現
場の生産性向上につながっていくと考え、支援制度を具体的取組
として位置づけます。介護支援専門員優先と記載しましたが、取
り組みとしては介護職とし、必ずしも介護支援専門員に限った制
度とは考えていませんが、成果指標としては、唯一把握できる数
字として介護支援専門員の人数を使用します。

①指標はそのま
ま、シートを修正
する

31 02.07
安全
安心

交通安
全・防犯

①（１　交通安全）市道の街灯増設、LED化

意見に対する考え方を記
載してください。

人権生活
環境部
住民課

①市道に設置している街灯は、必要な箇所にはすべてＬＥＤで設
置済みです。防犯灯は自治会で設置、管理いただいており、LED化
は終了しています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

32 02.07
安全
安心

交通安
全・防犯

①（１　交通安全）の成果指標：交通事故件数は現状件数からゼロ
を設定するのか確認。（交通事故件数を把握する必要はあるが交通
事故死者の数はもちろんゼロを目指し、事故多発危険個所の周知や
注意喚起と対応策も関係機関と連携を強化していく必要がある。現
状認識を伺いたい）
②（１　交通安全）成果指標として件数がいずれも減少するのが望
ましいが、市内の道路を安心して歩行・通行できると思う市民の割
合や身近で犯罪に遭う不安を感じている市民の割合など、市民アン
ケートなどで調査し、サブ指標に反映することは考えられないか。
③（１　交通安全、２　防犯・消費者保護）　指標：交通事故件数
とあるが、限りなく「０（ゼロ）」でないといけないと思う
が・・・。施策の実施による市民意識の向上等を指標にできないも
のか。
④（１　交通安全、２　防犯・消費者保護）　指標：未然防止、
ゴールに向けた中間段階がわかるような指標について検討してほし
い。
⑤（２　防犯・消費者保護）指標：刑法犯認知件数とあるが、交通
事故件数と同様、限りなく「０（ゼロ）」でないといけない。

①指標について、「交通
事故件数」ではなく、現
状の件数を基に、４年後
の目標値を「０」にする
のか。現状値から何％減
らして「〇〇件」として
はどうか。

人権生活
環境部
住民課

①人身事故件数を前年度比5％減少させることを目標とします。
②③④警察署と連携し、交通安全教室や防犯出前講座等を実施す
る中でアンケートを実施し、その理解度を事務事業評価における
指標とする予定です。
⑤前年度比５％減少させることを目標とします。

①～⑤今回修正す
る

33 12.17
安全
安心

交通安
全・防犯

①（２　防犯・消費者保護）課題の３つの「野生動物や危険動物
の・・必要です。」について、「現状」「具体的な取り組み」への
記載は。

―
人権生活
環境部住
民課

①【現状】これまでは生息域ではないと思われていた熊の目撃情
報などが寄せられています。また、猿や鹿が市街地に出没する
ケースが出てきています。
【具体的な取り組み】被害対策や市民周知などの役割の分担や連
携などを関係各課で協議し、体制を整えます。

①今回修正する

34 12.17
ひとを
育む

こども

①（１　こども家庭支援）指標の説明：アンケートの対象を子育て
対象者に限定した理由は。それ以外の人の考えや意見はどうするの
か。 ―

健康福祉
部
こども家
庭支援課

①（仮称）伊賀市こども計画の「子育てに関するアンケート」を
指標としています。子育て対象者以外の人にも回答いただきま
す。 ①今回修正する

35 12.17
ひとを
育む

人権・平
和

①外国人差別に関する取り組み。
②障がい者にやさしい街づくり。

意見に対する考え方を記
載してください。

人権生活
環境部
人権政策
課

①「第４次伊賀市人権施策総合計画」に掲げる個別の人権課題ご
との解決に向けた施策に基づき、庁内関係所属及び関係機関等と
連携を図りながら、具体的な取組を実施します。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

35-1 03.27
ひとを
育む

人権・平
和

①外国人差別に関する取り組み。
②障がい者にやさしい街づくり。

意見に対する考え方は。
また、人権政策課として
どのような取り組みをし
ていますか。

人権生活
環境部
人権政策
課

①「第４次伊賀市人権施策総合計画」に掲げる個別の人権課題ご
との解決に向けた施策に基づき、庁内関係所属及び関係機関等と
連携を図りながら、具体的な取組を実施します。
人権政策課としては、講演会や研修会、各地域のおける地区別懇
談会のテーマとして採用し実施するなど、差別解消に向けた市民
の理解を求める啓発を行っています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

36 12.17
ひとを
育む

人権・平
和

①（２　非核平和）目的、現状の文中：「戦争の愚かさ」よりも
「悲惨さ」と表現してはどうか 。
②（２　非核平和）具体的な取り組み：指標を中３限定にしている
理由は。派遣される対象学年が中３かもしれないが、取組が中学生
に限定されているように見える。

―

人権生活
環境部
人権政策
課

①施策照会シートの課題には、「戦争の悲惨さ」と表記していま
すので、表現を統一します。
②若年層の平和に対する意識の醸成に向けては、義務教育過程に
おいて一定の平和学習により知識等を積んできた年代を対象とす
ることが、より効果的であると考えます。

①今回修正する
②考え方を記載
(シートは修正な
し)

36-1 03.27
ひとを
育む

人権・平
和

①（２　非核平和）目的、現状の文中：「戦争の愚かさ」よりも
「悲惨さ」と表現してはどうか 。
②（２　非核平和）具体的な取り組み：指標を中３限定にしている
理由は。派遣される対象学年が中３かもしれないが、取組が中学生
に限定されているように見える。

②について、「取組が中
学生に限定されているよ
うに見える」という意見
に対する回答を記載して
ください。

人権生活
環境部
人権政策
課

②取組を中学生に限定しているのではなく、全ての世代に非核平
和の願いを広めていく目標に対して、平和学習により一定程度の
知識と意識を積み上げている中学生から発信してもらうことが、
より説得力がありかつ効果的であると考えます。

②考え方を記載
(シートは修正な
し)

37 12.17
ひとを
育む

同和

①（２　同和(隣保館・児童館)）近年、隣保館という字句は見聞き
してないので、違和感を感じました 。

意見に対する考え方を記
載してください。

人権生活
環境部
同和課

①１９世紀のイギリスで始まった社会福祉運動の拠点施設とし
て、隣保館（セツルメントハウス）の呼称で設置されたもので、
伊賀市においては、現在、市民館や人権センター、文化センター
など地区により施設の呼称は様々ですが、伊賀市隣保館条例にお
いて、隣保館として位置づけられています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

38 12.17
ひとを
育む

同和

①（１　同和）指標：「講演会、研修会への参加者の意識を向上さ
せます」について、市職員は研修の機会が確保されているし、地区
懇談会など地域の人権講演会の開催について周知もされている。し
かし一般の企業や社会福祉法人など人権に深く関わるような職場で
あっても、それらに参加している人は極めて少ないのが現状であ
る。意識の向上よりも市民が正しい教育を受ける機会を確保すべき
ではないか。

行政の役割に記載「職場
や地域で人権啓発を担う
リーダーを育成するため
の研修機会を提供しま
す。」

人権生活
環境部
同和課

①高い人権意識が求められる職務を担う人への学習機会の確保と
積極的な参加を促進するため、学習内容や情報提供の手法等を検
討します。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

39 12.17
ひとを
育む

学校教育

①幼保の連携。認定こども園に対する方向性は。

―

教育委員
会
学校教育
課
健康福祉
部
保育幼稚
園課

①（健康福祉部保育幼稚園課）幼児教育と乳児保育が可能となる
幼保連携型認定こども園は、現在市内に１園あります。（令和７
年４月からは２園）保護者の就労時間の関係で幼稚園に通うこと
が難しい３歳以上児にも幼稚園教育の機会が提供できることや、
３歳未満児の保育ニーズが高まる中で待機児童が増加している現
状を踏まえ、公立幼稚園の認定こども園への移行を検討していく
予定です。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

40 12.17
ひとを
育む

学校教育

①（１　学校マニフェスト）進路保障の３本柱の内、キャリア教育
の現状・課題は。

―

教育委員
会
学校教育
課

①キャリア教育に関する現状・課題・具体的な取組を追加しま
す。

①今回修正する

10



【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
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施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

41 12.17
ひとを
育む

学校教育

①（２　児童生徒）の指標：特別な支援を必要とする児童生徒に
は、個別の支援計画作成が１００％でなければならない。作成され
た支援計画の質を問う指標にできないものか　個別の支援計画を作
成したきめ細やかな指導によって向上する力や進路保障等を指標と
できないものか。
②（２　児童生徒）の成果指標：「個別の教育支援計画・指導計画
の作成割合」→「一人ひとりの特性に応じた･･･」表現方法を工夫
してはどうか 。
③（２　児童生徒）の目的：記述が障害のある児童生徒に偏ってい
る
④（２　児童生徒）部活動に関する現状、課題、具体的な取り組み
について、記述がかみ合っていないように感じる。部活動の地域移
行を言いたいのか。生徒数の減少による部活動の廃部や合同チーム
による大会出場の現状に対する取り組みを言いたいのか。

―

教育委員
会
学校教育
課

①成果指標と具体的な取組の表現を追加します（内容は変更しま
せん）。
②「一人ひとりの特性に応じた・・・」を追加します。
③「障がいのある児童生徒等」の等の部分を「障がいのある児童
生徒、不登校児童生徒、外国籍児童生徒等」に変更します。
④部活動に関する現状を変更します。

①～④今回修正す
る

42 12.17
ひとを
育む

学校教育

①（施策　学校教育）役割：市民の役割について、家庭での学習環
境整備や学習時間の確保を追加してはどうか。

―

教育委員
会
学校教育
課

①市民の役割に、家庭での役割を追加します。

①今回修正する

43 12.17
ひとを
育む

学校教育

①（２　児童生徒）いじめ対策について本文に記載が必要では。
―

教育委員
会
学校教育
課

①いじめ対策について記載します。
①今回修正する

44 12.17
ひとを
育む

教育環境

①教職員に対するケア

意見に対する考え方を記
載してください。

教育委員
会
教育総務
課
学校教育
課

①教職員の働き方改革が求められている中、教職員の時間外労働
の削減に大きな効果をもたらす「統合型校務支援システム」を導
入します。また、休日部活動の地域移行も中学校教職員の時間外
削減につながるものと考えています。さらに、メンタルヘルス
チェックなどを実施し、心のケアにも努めています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

45 12.17
ひとを
育む

教育環境

①（１　教育環境）ICT教育は社会で活躍するための資源・能力と
して必要。GIGAスクール環境では児童や生徒間で教え合う力も期待
されると聞いている。GIGAを有効に活用することにより（または、
ICT教育により）、学習に取り組む意欲態度が高まった小中学生の
割合など、統計データがあればサブなどで成果指標設定できない
か。

―

教育委員
会
教育総務
課
学校教育
課

①市内小中学校が実施する児童（小学校4年生～6年生）、生徒
（中学生）へのアンケートにより、ＧＩＧＡ端末（タブレット）
の有効活用度合いを成果指標としたいと考えていますが、ＩＣＴ
教育による学習へ取り組む意欲態度の向上等を成果指標とできな
いか検討します。

①今回修正する

46 12.17
ひとを
育む

教育環境

①（１　教育環境）課題、具体的な取り組み：学校みらい構想や通
学方法等について、教育委員会だけで取り組むものではないと思
う。他の部署との重なりや連携を明記できないものか。

―

教育委員
会
教育総務
課

①伊賀市学校みらい構想基本計画は、望ましいみらいの小中学校
の規模・配置・体系について基本的な方向性を示す基本計画とし
て位置付け、教育委員会内の学校教育課とともに検討委員会にお
いて協議・検討を行っています。今後、学校の統廃合や校舎新築
等の検討、新たな通学方法、手段等を検討する際は、庁内関係部
署と連携のうえ、協議を行うことになると考えます。

①今回修正する
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
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・考え方を記載
　(シートは修正なし）

47 12.17
ひとを
育む

教育環境

①（１　教育環境）教職員目線で書かれているので、シンプルに子
どもたちと対話する時間の確保を取組に追加してはどうか。普段か
ら子どもたちが感じている不安や不満、学校やクラスに対しての子
どもたち目線の意見を反映した計画が1つでもあって欲しい。

―

教育委員
会
教育総務
課

①児童生徒との対話の時間は、教育現場において確保したいと考
えます。 ①考え方を記載

(シートは修正な
し)

48 12.17
ひとを
育む

教育環境

①（１　教育環境）成果指標：「GIGA端末(タブレット)の活用状
況」について、有効に活用できているかについて、どのような方法
で把握するのか。

―

教育委員
会
教育総務
課
学校教育
課

①市内小中学校が実施する児童（小学校4年生～6年生）、生徒
（中学生）へのアンケートにより、ＧＩＧＡ端末（タブレット）
の有効活用度合いを成果指標としたいと考えていますが、ＩＣＴ
教育による学習へ取り組む意欲態度の向上等を成果指標とできな
いか検討します。

①今回修正する

48-1 02.07
ひとを
育む

教育環境

①（１　教育環境）成果指標：GIGA端末の活用状況について、児童
生徒へのアンケートを実施するとのことですが、有効活用し、何を
目指すのか。 ―

教育委員
会
教育総務
課
学校教育
課

アンケートは全国学力・学習状況調査（小学校６年生、中学３年
生）結果を活用します。
ＩＣＴ機器の活用により効力感を高めることで、学校に行くこと
が楽しいと感じる子どもを増やします。

①今回修正する

49 02.07
ひとを
育む

生涯学習

①放課後こども教室のニーズに対する対応。
②学習のデジタル化と従来の読書等の学びとの兼ね合い。

意見に対する考え方を記
載してください。

教育委員
会
生涯学習
課

①放課後子ども教室を受託する団体や放課後子どもプラン施策検
討委員会等で利用者などのニーズを聞き取るなど、関係機関と連
携し対応していきます。
②学習のデジタル化と従来の読書活動について、双方を活用する
ことにより学習の幅が広がると考えています。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)

50 02.07
ひとを
育む

生涯学習

①（２　青少年健全育成（子ども読書活動））成果指標：不読率は
専門的用語で、なじみが薄く感じるため、読む率に変換した表現は
できないか 。
②(３　図書館)成果指標：図書館を利用する市民の割合とするのは
どうか。（利用者数だけでなく）
③（３　図書館（子ども読書活動））成果指標：本に親しむ機会が
持てた割合いうように表現を変換できないか 。

―

教育委員
会
生涯学習
課
上野図書
館

①「不読率」とは、１か月に１冊も本を読まない割合のことで
す。この言葉は、国の「子どもの読書活動の推進に関する基本的
な計画」の「第２章 基本的方針　Ⅰ 不読率の低減」として使用
されています。そのため、市としても「不読率」という表現を成
果指標に用い、子どもの不読率の改善に向けて取り組んでいきた
いと考えます。
②図書館を利用する市民の割合を把握できる指標が貸出システム
での集計となる貸出件数のみとなるが、学習環境の提供やレファ
レンス対応だけでなく、交流型図書館として人が集い本に親しむ
機会の創出となるイベントなども重要な図書館サービスと考える
ことから、本施設の利用者数としています。
③指標の説明に「研修会等開催回数、団体貸出件数の合計値」と
していましたが、「読み聞かせ会等のイベント事業実施回数」に
変更します。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)
③今回修正する
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
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施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

50-1 02.07
ひとを
育む

生涯学習

①（３　図書館（子ども読書活動））成果指標：読み聞かせ会の実
施回数ではなく、団体貸出を含めた活用率を指標にすべきではない
か？読書に親しむ機会を創出して活用されることをめざすべきでは
ないか。
読み聞かせボランティアによる読み聞かせ会を行う場や、貸出も市
民センターはじめ地域を対象とするとあるので、想定される機会や
場は数値として目標になると考えられることから、活用の周知を含
め促進することを指標とし、「読み聞かせ・団体貸出の活用率」と
して検討いただきたい。

―

教育委員
会
生涯学習
課
上野図書
館

①図書館の２つの基本事業を１つにまとめ、「利用者数」「読み
聞かせ等のイベント事業実施回数」の２つを指標とします。

①今回修正する

50-2 03.27
ひとを
育む

生涯学習

①（３　図書館（子ども読書活動））成果指標：読み聞かせ会の実
施回数ではなく、団体貸出を含めた活用率を指標にすべきではない
か？読書に親しむ機会を創出して活用されることをめざすべきでは
ないか。
読み聞かせボランティアによる読み聞かせ会を行う場や、貸出も市
民センターはじめ地域を対象とするとあるので、想定される機会や
場は数値として目標になると考えられることから、活用の周知を含
め促進することを指標とし、「読み聞かせ・団体貸出の活用率」と
して検討いただきたい。

図書館の来館者は、本
を借りるだけでなく、
読み聞かせや資料収集
等様々なことを求めて
訪れると思うので、指
標について、運営する
側の視点でイベントの
回数とするのではな
く、来館者側の視点に
たって、どれだけ活用
したかという成果を指
標にできないでしょう
か。

教育委員
会
生涯学習
課
上野図書
館

①団体貸出や読み聞かせ会については貸出利用者数として把握し
ます。また、運営者が主催するイベント並びにボランティア団体
等が行うイベントについては、読み聞かせ等のイベント事業実施
回数として把握できることから、現状の指標としています。

①考え方を記載
（シートは修正し
ない）

51 02.07
ひとを
育む

生涯学習

①（１　生涯学習）指標：実施割合を指標にしても効果的ではな
い。市民に参加、利用してもらう件数のほうが良いのではないか。
②（１　生涯学習）具体的な取り組み：生涯学習支援体制を構築す
るために支援員がキーパーソンと思われるが、その資質向上や地域
差をなくすことが取組に挙がっていない。 ―

教育委員
会
生涯学習
課

①指標については、生涯学習事業に対する満足度に変更し、記載
します。
②計画に記載します。

①②今回修正する

52 02.07
ひとを
育む

生涯学習

①（２　青少年健全育成）成果指標：「機会の確保」とあります
が、もう少し具体的に記載してください。

―

教育委員
会
生涯学習
課

①計画に記載します。

①今回修正する
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R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27
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53 12.17
ひとを
育む

住民自
治・市民
活動

①住民自治の推進と自治協の労務負担との兼ね合い。

住民自治と住民自治協議
会の関係についての考え
方を記載してください。

地域連携
部
住民自治
推進課

①伊賀市自治基本条例において、以下のように定義されていま
す。
【住民自治】住民自治とは、共同体意識の形成が可能な一定の地
域において、市民が地域を取り巻く様々な課題に取り組み、市民
が主役となったまちづくりを行う活動をいう。（条例第21条）
【住民自治協議会】住民自治協議会とは、共同体意識の形成が可
能な一定の地域において、そこに住むあらゆる人が自由に参加で
き、地縁団体や目的別団体などとともに、身近に地域の課題を話
し合い、解決できるよう、地域住民により自発的に設置された組
織をいう。（条例第24条）
　すなわち、「住民自治」は、市民が主役となったまちづくり活
動そのものを指し、その活動を行う組織が「住民自治協議会」で
あるとされています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

54 12.17
ひとを
育む

住民自
治・市民
活動

①住民自治協議会の中でアンケートを取っているなら、地域の中で
助け合いができていると感じている割合やコミュニケーションの場
が利用しやすいと感じている割合はどうなっているか教えてほし
い。また、地域課題が地域主体で取り組みをしてどれくらいの成果
が生まれているのかなどを計画に反映してほしい。

―

地域連携
部
住民自治
推進課

①市では、住民自治協議会におけるアンケートの実施内容を把握
していません。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

55 12.17
ひとを
育む

住民自
治・市民
活動

①（１　住民自治）成果指標：まちづくりアンケート結果で、市の
施策を評価するのは相応しくないため、見直しをしてください。
②（１　住民自治）成果指標：まちづくりアンケートの参画度を指
標とされてい
　るが、今後以下の内容も調査できないか 。
・普段の生活の中で地域の助け合いができていると思う人の割合
（市民意識の測定）
・市民センターを利用しやすいと思う市民の割合（測定）
・地域課題が地域主体で解決に向けて取り組みをしていると思う市
民の割合（市民の実感）

―

地域連携
部
住民自治
推進課

①この施策における目指す姿の効果を指標としては、参画度は適
切であると考えます。
　施策全体の評価を指標とすることが適切でないのであれば、基
本事業ごとにまちづくりアンケートを実施されるよう担当課に提
案します。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

55-1
(54含
む)

02.07
ひとを
育む

住民自
治・市民
活動

①（１　住民自治）成果指標：まちづくりアンケート結果で、市の
施策を評価するのは相応しくないため、見直しをしてください。
②（１　住民自治）成果指標：まちづくりアンケートの参画度を指
標とされているが、今後以下の内容も調査できないか 。
・普段の生活の中で地域の助け合いができていると思う人の割合
（市民意識の測定）
・市民センターを利用しやすいと思う市民の割合（測定）
・地域課題が地域主体で解決に向けて取り組みをしていると思う市
民の割合（市民の実感）

①NO.54の意見、アン
ケートの実施内容の把握
について、今後の方向性
を教えてください。
②No.55の②について前
回、回答がありませんで
したので考え方等を記載
してください。

地域連携
部
住民自治
推進課

【意見の補足説明①に対する回答】
　住民自治協議会が実施するアンケートについては、それぞれ独
立した組織であるため、市として実施を強制することはできませ
んが、まちづくりを実践していくうえでは有効な手法の一つと考
えられますので、ヒアリング等を通じで必要性等を促していけれ
ばと考えます。

【意見の補足説明②に対する回答】
　まちづくりアンケートの項目として追加されるのであれば、調
査は可能であると考えます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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56 02.07
ひとを
育む

住民自
治・市民
活動

①（２　市民活動）成果指標：やる気のある人の中には、市民活動
支援センターを頼らず自分で活動をしている人がいると思うので、
この成果指標では図れないがそれをどう考えるのか。そもそも中間
支援で何を目指したいのか。例えば定住自立圏で伊賀市以外とコラ
ボする数にするとか。市民活動支援センターがやりたいことをはか
れる指標となっているか。
②（２　市民活動）成果指標：相談件数としているのは、活用して
もらい活動を活発化させる目的もあるが、相談することによって活
動に結びついた件数は把握されているのか。

―

地域連携
部
住民自治
推進課

①中間支援で目指すことは、市民活動団体を支援することで「市
民活動やボランティア活動が活発に行われる」状態となることで
す（計画案(めざす姿)参照）。そのためには若い世代や市民活動
に興味がある人にアプローチし、現在課題となっている担い手不
足の解消や新規団体の立ち上げにつなげていくことが必要となり
ます。
　市民活動支援センターを利用せずとも自立できている団体に対
して支援することも重要ですが、興味はあるが踏み切れない人や
団体の立ち上げ方がわからない人に対し積極的にアプローチして
いくことが目的達成に、より重要であり、市民活動支援センター
の成果指標として適当であると考えています。
　なお、定住自立圏での交流件数については「定住自立圏共生ビ
ジョン」において成果指標としています。
②市民活動支援センターへの相談は、活動の始め方や団体の立ち
上げ方に関するものが多くあります。そのような相談に対して伴
走的に支援しており、その結果、実際に市民活動が結びついた件
数を把握しています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

57 02.07
ひとを
育む

住民自
治・市民
活動

①（１　住民自治）課題の「持続可能な地域社会の実現に向け、未
来を見据えた住民自治のあり方について検討を行う必要がありま
す。」について「具体的な取り組み」に記載がありません。 ―

地域連携
部
住民自治
推進課

①具体的な取組については、有識者による検討会議を想定してい
ますが、単年事業であるため、４年間の計画である本計画に記載
することは適当でないと考えます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

58 12.17
ひとを
育む

多文化共
生

①外国人の高齢者に対する具体的な取り組み。
②外国人住民に適応、援助できる場所の提供。

意見に対する考え方を記
載してください。

人権生活
環境部
多文化共
生課

①②これらの個別の取組については、「伊賀市多文化共生推進プ
ラン」の施策に基づき庁内関係所属及び関係機関と連携を図りな
がら進めてまいります。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)

58-1 03.27
ひとを
育む

多文化共
生

①外国人の高齢者に対する具体的な取り組み。
②外国人住民に適応、援助できる場所の提供。

プランに沿ってそれぞれ
その主な取り組みについ
て、記載してください。

人権生活
環境部
多文化共
生課

①②外国人住民に対して、多言語や「やさしい日本語」による情
報発信及び相談体制を充実、また、外国人住民も取り残されない
よう、平時からの関係づくりを行っていく必要があります。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)

59 12.17
ひとを
育む

多文化共
生

①外国人住人の定住化率は。

―

人権生活
環境部
多文化共
生課

①2024年10月末現在、伊賀市在住の外国人人口は、６，１３８
人、うち在留資格別には永住者は１，９０３人（31％）定住者は
１，００８人（16.4％）となっています。現在、定住化率につい
ての把握はしていませんが、今後も多文化共生を進めるうえで、
必要な現状把握を行いながら進めてまいります。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

60 12.17
ひとを
育む

多文化共
生

①国際交流についての記載が必要ではないか。

―

人権生活
環境部
多文化共
生課

①この施策では、キーワードを「多文化共生」、めざす姿を「国
籍や文化の違いを認め共生する」としての取組を進めます。 ①考え方を記載

(シートは修正な
し)
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61 12.17
ひとを
育む

多文化共
生

①（１　多文化交流）共通のテーマ：「人口減少・持続可能」の記
載について、語学だけでなく文化を学ぶことも必要ではないか。

文化を学ぶために行って
いる取り組みについても
少し触れていただけたら
と思います。

人権生活
環境部
多文化共
生課

①共通のテーマ：人口減少・持続可能【A】の記載を「文化の違い
や日本語を学ぶ機会を提供します。」に修正します。

①今回修正する

62 12.17
ひとを
育む

多文化共
生

①（１　多文化交流）多文化共生には、地域の理解が必要だが、参
加するのは関心のある人がほとんどだが、関心のない人に対しては
どうするのか。理解度を上げるために、外国人が頑張っていること
を一般市民の方が肯定的にとらえてもらえる取り組みが必要ではな
いか。
②（１　多文化交流）成果指標：「(日常生活の話をする程度)」は
不要ではないか。

―

人権生活
環境部
多文化共
生課

①個別の取組については、「伊賀市多文化共生推進プラン」の施
策に基づき庁内関係所属及び関係機関と連携を図りながら進めて
まいります。
②成果指標（日常生活の話をする程度）を省略いたします。 ①考え方を記載

(シートは修正な
し)
②今回修正する

62-1 02.07
ひとを
育む

多文化共
生

①（１　多文化交流）多文化共生には、地域の理解が必要だが、参
加するのは関心のある人がほとんどだが、関心のない人に対しては
どうするのか。理解度を上げるために、外国人が頑張っていること
を一般市民の方が肯定的にとらえてもらえる取り組みが必要ではな
いか。
②（１　多文化交流）成果指標：「(日常生活の話をする程度)」は
不要ではないか。

―

人権生活
環境部
多文化共
生課

①「伊賀市多文化共生推進プラン」の施策に基づき、外国人住民
と日本人住民が交流できるイベントや出前講座など、様々な多文
化交流の場を提供していきます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

63 02.07

にぎわ
いをつ
くる

観光

①（１　観光誘客と情報発信）観光入込客数、リピーター数など、
HPを見ても分からない。
②（１　観光誘客と情報発信）観光を全面に出せるような事業を考
えてほしい。また、滞在日数の集計はどのようにしているのか。

―

産業振興
部
観光戦略
課

①観光入込者数については、三重県が公開する観光レクリエー
ション入込客数推計書・観光客実態調査報告書内で公開されてい
ます。
リピーター数については、伊賀上野DMO公式サイトの事業者向け
ページで公表しています。
②大阪・関西万博を契機とした誘客を促進させるため、関西圏を
主とした市外でのPRと、市内で忍者体験施設等の受入環境整備を
並行して行うことで、誘客及び滞在時間の延長に取り組んでいま
す。
滞在日数の集計については、伊賀上野DMOが実施する来街者向けア
ンケートに宿泊日数及び市内滞在日数の項目を設け、集計・分析
を行っており、その結果は伊賀上野DMO公式サイトの事業者向け
ページで公表しています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

64 12.17

にぎわ
いをつ
くる

観光

①（１　観光誘客と情報発信、２　観光客の受け入れ）どのくらい
の人が日本に来ているのか。国籍別やインバウンドで来られる方は
何が魅力で来てくれているのかなど統計をとってはどうか。

―

産業振興
部
観光戦略
課

①市内宿泊事業者から、毎月国籍別の宿泊者数を報告していただ
き把握しています。
インバウンドの来街の動機となった市の魅力については、現状集
計していないため、今後調査方法等を検討する必要があると考え
ています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

65 12.17

にぎわ
いをつ
くる

観光

①（２　観光客の受け入れ）成果指標：観光客数やリピーター数な
ど大きな数は把握していると思うが、今後、忍者回廊ができるの
で、これの取り組みや成果を示す指標がほしい。 ―

産業振興
部
観光戦略
課

①（基本事業１　観光誘客と情報発信の）成果指標について、観
光入込客数（人）としていたところを観光消費額単価（円）に修
正します。 ①今回修正する
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
（番号ごとに記入）

施策照会シートの修正
の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

65-1 02.07

にぎわ
いをつ
くる

観光

①（１　観光誘客と情報発信）成果指標：観光入込客数も把握すべ
きであると考えるが、観光消費単価に変更した理由は。
②その他、観光に係る進捗管理等で用いている指標について教えて
ください。

２つ指標を持つことも可
能です。

産業振興
部
観光戦略
課

①長年にわたり、伊賀市は観光施設入込客数を評価指標としてお
り、その結果として、数を優先とした薄利多売型観光が地域市場
の主流となっています。このようなマインドから脱却し、ロイヤ
リティの高い顧客に対する質の高いサービスの提供に向けて、観
光地域づくり法人形成・確立計画で設定しているKPIのうち、旅行
消費額を観光消費額単価とし、成果指標としました。
②観光地域づくり法人形成・確立計画において設定しているKPIと
して、「旅行消費額（日帰り単価）」、「旅行消費額（宿泊単
価）」、「延べ宿泊者数」、「来訪者満足度」、「リピーター
率」の5項目を用いています。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)

65-2 02.07

にぎわ
いをつ
くる

観光

①（１　観光誘客と情報発信）の成果指標について、他市と比較し
ての検証について示してほしい。

―

産業振興
部
観光戦略
課

①県が毎年公表する観光レクリエーション入込客数推計書・観光
客実態調査報告書において、地域別の観光客の平均利用総額の項
目があります。
伊賀上野DMOが算出する旅行消費額とはデータ収集方法等に違いが
あるため、直接比較することはできませんが、観光レクリエー
ション入込客数推計書において、伊賀地域（伊賀市・名張市）の
平均利用総額が公表されていますので、伊賀地域として他の地域
との比較はできます。
【参考資料】
　令和５年観光レクリエーション入込客数推計書・観光客実態調査報告
書

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

66 12.17

にぎわ
いをつ
くる

観光

①共通のテーマの人口減少・持続可能：「観光客による消費によ
り、不足する地域の需要を補い」とあるが、何が不足するのか。
②共通のテーマの変革：「デジタル革新」とあるが、DXのことか？
表現を見直ししてください。
③（２　観光客の受け入れ）目的：「地域に根付く魅力ある資源を
面的に捉え、活用することで、文化の継承や保全につなげる」とあ
るが、「地域に根付く・・活用すること」が文化の継承や保全につ
ながるのか分かりにくいため表現を見直ししてください。

―

産業振興
部
観光戦略
課

①不足するものは地域内消費額です。人口減少により域内消費額
の減少を補填するため、減少する市内消費額を観光客による消費
により賄うという考え方です。「不足する」→「減少する」に修
正します。
②「デジタル革新」→「DX」に修正します。
③表記を見直し、「地域に根付く魅力ある資源を面的に捉え、活
用することで地域に対する関心を持つ関係人口を増加させ、文化
の継承や保全につなげるとともににぎわいを創出します。」とし
ます。

①②③今回修正す
る
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【参考資料３】
R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27

提出した
審議会 分野 施策等 意見(A) 意見の補足説明(B) 所管課

意見に対する考え方やその理由(C)
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の有無(D)
・今回修正する
・すでに記載済み
・考え方を記載
　(シートは修正なし）

67 12.17

にぎわ
いをつ
くる

農業

①（３　担い手）成果指標：法改正により市が「地域計画」を策定
するための準備として協議の場が最重要であることは理解できる
が、これは事務事業の目標でよいのではないか。最終的な課題が担
い手不足による耕作放棄地という事であれば、新規就農者や認定農
業者（経営体）数が指標になるように思うが、どう考えるのか。市
が関与していくという意味での指標なのか。人・農地プランの未作
成の地域があまりにも多いのであれば、地域計画自体何年かかるの
か。協議に出向くのは通常業務でないの。違和感が残る。
②（３　担い手）成果指標：他市で新規就農者数を指標にしている
ところがあります。
③（３　担い手）新規就農者も大事だが、事業継承はできているの
か。法人化しているか。耕作放棄地を生まないことが大切。

―

産業振興
部
農林振興
課

①成果指標を【新規に認定された「認定農業者」】とします。
②①のとおりとします。
③新規就農者を確保することで、耕作放棄地の防止にも繋がると
考えます。

①②③今回修正す
る

68 12.17

にぎわ
いをつ
くる

農業

①（４　地産地消）（具体的な取り組みに生徒や保護者に向けてと
記載あり）学校給食の地産地消のみなのか。農産物直売所の売り上
げなどは測定しているのか。消費者への地産地消の取組みはあるの
か？前計画の課題は克服できたのか。情報提供回数の増によって達
成される指標を検討されたい。 ―

産業振興
部
農林振興
課

①現在は農産物直売所の売り上げなどは測定していません。
情報提供の回数を増やすことで小中学生やその保護者をはじめ、
市民の食育に対する意識が向上することが狙いであり、今後その
進度を観測する仕組みを検討していきます。
併せて、学校以外にも健康分野と連携し食育の情報提供範囲を広
げていきます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

69 12.17

にぎわ
いをつ
くる

市街地

①（１　にぎわい忍者回廊）成果指標：通行量について、観光資源
を活用した集客促進ということで、回遊による効果がどこまで図れ
るような指標になるのか確認したい。賑わいはただ人や車の通行量
だけでなく、魅力的なコンテンツによって、例えば、周辺の商工業
者の売り上げアップにつながったか、空き店舗を利用した起業者や
新サービスが創出できたか、エリア内の生活環境の利便性が高まっ
たかなど分析し、中心市街地の施策展開をすすめられたい。

―

産業振興
部
中心市街
地推進課

①成果指標で設定した通行量は、観光集客による回遊に留まらず
通勤通学、買い物等も含めた、年間を通じた全体の増減傾向を見
る代表指標として設定しています。なお、地点毎（15カ所）に通
行量を測定することから、それぞれの増減率をみることで各事業
がどのように通行量に影響を及ぼしているかを分析します。意見
にある商工業者への波及や空き店舗を利用した出店数などは重要
な要素であり、担当部署と連携して情報収集しながら多面的に分
析したいと考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

70 12.17

にぎわ
いをつ
くる

商工業・
産業立地

①（１　商工業）成果指標：「市内総生産額(第２次・第３次産
業)」について、基本施策がどのくらいできているかをはかる指標
としては大きすぎるのではないか。

―

産業振興
部
商工労働
課

①「商工業」は、商業・商店街活性化、工業振興、中小企業支
援、ものづくり、地場産業・伝統産業振興など幅広い分野の施策
となるため、あえてそれらを総括する第２次産業（工業、建設
業）及び第３次産業（商業、運輸業、サービス業、情報通信業、
金融業など）の総生産額の推移を指標とし市内経済の動向や変化
を見ることで「商工業」の発展に向けた取組みの成果を検証した
いと考えます。個々の施策の成果については、事務事業の成果指
標で検証したいと考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

71 12.17

にぎわ
いをつ
くる

商工業・
産業立地

①地域の役割：２つ目の段落の「多文化圏」という表現はこれでよ
いのでしょうか。 ―

産業振興
部
商工労働
課

①「外国人労働者」の表現に変えます。

①今回修正する
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72 12.17

にぎわ
いをつ
くる

就業・起
業

①地域の役割：「住民自治協議会などは、市外からの企業希望者が
企業し地域に根付くよう支援を行います。」とあるが、地域に根付
くようにどのように(どのような)支援ができるのかを加えてほしい
です。 ―

産業振興
部
商工労働
課

①地域課題の解決や、地域の活性化などにつながる起業の場合
は、住民自治協議会や商店街組織などの関与が想定されます。た
だし具体的な支援内容はケースごとに異なりますし、他項目との
整合性の観点からも、ここでは「支援を行う」程度の表記が適当
と考えます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

73 12.17

にぎわ
いをつ
くる

文化・芸
術

①（１　文化・芸術）成果指標：「文化芸術を鑑賞した人の割合」
について、受け身の人だけでなく、クリエイティブの人、関わった
人という指標にできないか。

―

企画振興
部
文化振興
課

①まちづくりアンケート結果による成果指標を見直し、文化芸術
活動に関わる人も含めた成果指標（下記のとおり）に修正しま
す。
市展「いが」出品者数・鑑賞者数：市民が芸術に触れる機会の提
供及び活動支援、文化芸術活動の担い手育成への取り組みの効果
を測るための指標。

①今回修正する

74 12.17

にぎわ
いをつ
くる

歴史・文
化遺産

①文化財・歴史資料の活用：地域教材（歴史文化）を活用した授業
での活用実施率。学校教育との連携状況。

―
教育委員
会
文化財課

①当課と学校教育課と連携して作成し、伊賀の歴史文化について
記載した副読本「伊賀のこと」については、小学校高学年の社会
科を中心に各学校で活用しています。また、副読本の具体的活用
方法を学ぶ社会科教員の研修は、当課課員が講師を務めていま
す。そのほか、民俗資料について、毎年数校から依頼を受けて貸
出をしています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

75 12.17 しくみ しくみ

①（１　デジタルトランスフォーメーション）課題：同じ伊賀市役
所という組織の中で、デジタル化が進んでいる課とそうではない課
があり、研修・講演会等のアンケートや各課からの調査関係の回答
が、オンラインだったり紙やFAXだったりして市民に混乱や不満を
招いている。特に事業者は回答方法を把握していないと注意を受け
ることもある。
導入されたデジタルツールをまずは庁内各課が活用することを前提
に、利用者に対して統一的にデジタルサービスを提供しなくてはい
けないのではないか。

―
デジタル
自治推進
局

①庁内のデジタル化の進捗に差が生じていることについては、DX
の目的や必要性について研修を行うとともにデジタルツール活用
の足並みがそろうよう周知していきます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

76 12.17 しくみ しくみ

①（１　秘書広報）成果指標について、まちづくりアンケート結果
で、市の施策を評価するのは相応しくないため、見直しをしてくだ
さい。

―
総務部
秘書広報
課

①R６年度からSNSによる市の情報発信に力を入れています。市民
の満足度を上げるためには、情報が知りたい人に伝わることと市
民の声が聞ける仕組みが必要です。LINEを活用することで、市民
が必要としている情報をプッシュ型で知らせることができ、プル
メディアにつなげ、より詳しい情報を提供できます。また、お友
達登録者に対してアンケートを行うといった活用もできることか
ら、広聴機能のツールとしても使えます。このようなことから、
成果指標を登録者数を増やすこととし、登録者獲得を促進する広
報活動を行っていきます。

①今回修正する

77 12.17 ― ―

①分野や施策をまたぐ横断的な取り組みについても何等かの形で記
載してほしい。一人ひとりの行動の影響を伝える工夫が必要ではな
いか。 ―

企画振興
部
総合政策
課

①総合計画では、キーワードを含めて記載します。(審議会で回
答) ①考え方を記載

(シートは修正な
し)
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R6年度第8回総合計画審議会2025.03.27
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78 02.07
ひとを
育む

定住・関
係人口

①伊賀市以外から入ってくる人に対して、手厚い心のこもった対応
ができる職員を拡充すること。ボランティアとのコラボレーション
のことなどみえる化が大事。
②（２　移住・定住）移住者の目線で現在の取り組みについて検証
することが重要だと思います。具体的な取り組み、課題などを聞く
機会はありましたか。

―

総合政策
課
地域創生
課

【総合政策課】
①「共創」の視点で記載します。
【地域創生課】
②移住者交流会にてアンケートを実施し、伊賀市を移住先として
選んだ理由や、移住して良かった点、良くないと感じた点を聞い
ています。今後もアンケートを継続するとともに回答内容につい
て庁内関係部署で共有していきます。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)

78-1 03.27
ひとを
育む

定住・関
係人口

①伊賀市以外から入ってくる人に対して、手厚い心のこもった対応
ができる職員を拡充すること。ボランティアとのコラボレーション
のことなどみえる化が大事。
②（２　移住・定住）移住者の目線で現在の取り組みについて検証
することが重要だと思います。具体的な取り組み、課題などを聞く
機会はありましたか。

②移住者交流会でのアン
ケート実施だけでなく、
SNSでヒアリング等がで
きれば、当日参加できな
い人の声もきけるのでは
ないでしょうか。

総合政策
課
地域創生
課

②移住者交流会に参加できない人も回答できるように、開催の案
内通知にアンケートを同封もしくは二次元コードを記載すること
で、より多くの回答が得られるようにします。

②考え方を記載
(シートは修正な
し)

79 02.07 安心
障がい者
福祉

①現在、障がい福祉課の窓口に手話通訳がいませんが、配置の必要
性や今後の配置予定はありますか。

―

健康福祉
部
障がい福
祉課

①聴覚に障がいのある人が窓口での意思疎通を円滑にするための
手話通訳者を設置したいと考えています。
　過去に、設置手話通訳者（会計年度任用職員）の募集をしまし
たが、応募がありませんでした。
　手話通訳者の人材確保が難しいことから、関係機関及び関係団
体にも人材募集の情報提供をするなど、人材確保に努めていま
す。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

80 02.07 しくみ しくみ

①（１　デジタルトランスフォーメーション）指標「デジタルサー
ビスの利用普及率」について、具体的に何をどのように図るのか教
えてください。
②（１　　〃）デジタルの取り組みは、できそうな取り組みから少
しずつ広げて市全体の動きにつながってほしい。
③（１　　〃）デジタル技術の活用を進めると同時に、人的なサ
ポート（例えば民生委員が使い方のサポートしているケースがあ
る。）を意識した取り組みを進める必要があるのではないか。

―
デジタル
自治推進
局

①各種証明書のコンビニ交付率や各種オンライン申請の利用状況
にて図ります。
②デジタルトランスフォーメーション実行計画に基づき、デジタ
ルツールを導入するよう取り組んでいます。ご指摘のとおり、ま
ずは無理のない範囲で導入を進め、その後サービスの範囲の拡大
や利用の促進など市全体の動きに繋げていきたいと考えていま
す。
③デジタルデバイド対策は市の取り組みだけでは成し得ないと
思っています。民生委員さんや住民自治協議会などの取り組みも
視野に、身近なところでサポートが受けられる体制づくりが大切
と考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

81 02.07 安心 公共交通

①自分ができそうな具体的な案をしめしてほしい。（例えば、月に
１回公共交通を利用するなど。）伊賀市全体で・・と言われてもイ
メージがしにくい。

―

企画振興
部
交通戦略
課

①公共交通の利用促進にかかる取組みに関しては、毎年テーマを
定め、そのテーマに沿って具体的な目標を設定し、実施している
ものです。よって、総合計画の具体的な取組として個別に記載は
しませんが、令和６年度では、「まずは１回利用する」をテーマ
に、利用促進活動を進めました。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

82-1 02.07

にぎわ
いをつ
くる

観光

①観光と農業の連携についてどのように考えますか。また、他の部
局と連携し、集客につながる取り組みについての考えは。

―

産業振興
部
観光戦略
課

①伊賀市においては、伊賀米、伊賀牛等の特産品があることか
ら、ガストロノミーツーリズム及び農泊事業の推進に取り組むこ
とができると考えています。
これらの取組は、地域事業者との連携が不可欠であり、商工・農
林部門や伊賀上野DMOと密に連携することでより市内への集客につ
ながると考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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82-2 02.07

にぎわ
いをつ
くる

農業
観光

①観光と農業の連携についてどのように考えますか。また、他の部
局と連携し、集客につながる取り組みについての考えは。

―

産業振興
部
農林振興
課

①観光の目的の一つとして食があると思います。伊賀市には、伊
賀米、伊賀牛など全国に誇れる特産品があり、農産品やそれらを
使用して食事を提供する店舗などに訪れてもらうため、県内外で
行う農産品を扱うイベント等において伊賀市のPRを行い、魅力を
発信します。こうした取り組みを、観光や商工部門、ＪＡや地域
の農業者と連携することにより観光や集客につなげます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

82-3 03.27

にぎわ
いをつ
くる

観光

①観光と農業の連携についてどのように考えますか。また、他の部
局と連携し、集客につながる取り組みについての考えは。

観光と農業の連携につい
て、計画に記載できませ
んか。

産業振興
部
観光戦略
課

①82-2の農林振興課記載の意見に加え、近年の観光は見るだけの
ものから体験や人との触れ合いなどが求められるようになってき
ました。例えば、農業関係では農泊の取り組みが観光につながる
と考えていますので、実施事業者と連携をしていく、また、この
ような取り組みを情報発信し、集客につなげていきたいと考えま
す。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

82-4 03.27

にぎわ
いをつ
くる

農業

①観光と農業の連携についてどのように考えますか。また、他の部
局と連携し、集客につながる取り組みについての考えは。

観光と農業の連携につい
て、計画に記載できませ
んか。

産業振興
部
農林振興
課

①「具体的な取り組み」に追記しました。
※別添【82-4　資料】参照

①今回修正する

83 02.07

にぎわ
いをつ
くる

観光

①鳥獣害防止事業の電気柵について、設置した後の維持管理ができ
ていないと思いますが、今後の対応について教えてください。

―

産業振興
部
農林振興
課

①維持管理について、電気柵については下草刈りなどの管理を行
わないと効果が出ないことや断線やワイヤメッシュの破損など、
申請時に草刈、点検等を行うよう指導していきます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

84 02.07 安心 公共交通

①電車の活用という視点で、例えば、付加価値をつけて電車を利用
してもらえるような取り組みなどはありますか。

―

企画振興
部
交通戦略
課

①伊賀鉄道において、上野天神祭などをイベントに合わせたワン
コイン周遊乗車券や、おまけつきデジタル１日乗車券RYDE PASSを
販売し、乗車して伊賀の名産品を楽しんでもらう取組みを行って
います。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

85 02.07 安心
障がい者
福祉

①（２　地域生活支援拠点）緊急時のレスパイト機能としての地域
生活支援拠点の事業所登録は進んでいると思いますが、支援が必要
な方に啓発が不足していると思います。また、緊急受け入れ態勢等
のレスパイト機能は整っているとしても、地域で生活する支援策・
資源が不足しているので、生活するために必要な社会資源づくりが
必要であると考えますが、取り組みを教えてください。 ―

健康福祉
部
障がい福
祉課

①地域で生活する支援策・資源について、公的な福祉サービスの
ほかに地域には様々な社会資源があり、地域福祉での活用の潜在
力があると感じています。公的な福祉サービスだけでなく、地域
のサロン、サークル等の地域の社会資源を活用し、個々の支援に
取り入れるとともに、地域福祉の活性化にも繋がると考えます。
地域の情報収集を行うとともに、関係部署との情報共有・連携に
努め、地域の社会資源の活用を推進することでさらなる支援体制
の充実に取り組みたいと考えています。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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86 02.07 しくみ しくみ

①（１　人材の確保・育成と職場環境）業務負担削減のためのシス
テムだけでなく、タレントマネジメントシステムなどの活用につい
て検討してほしい。

―
総務部
人事課

①人事管理システムは、業務効率向上と費用削減を目的に、平成
30年度から、人事給与、文書、財務、庶務などがパッケージ化さ
れた自治体向けの統合型内部情報システムを導入しています。今
回タレントマネジメントシステムなどの活用についてご意見をい
ただきましたが、当該システムの導入に関しましては、必要に応
じ、現行システムの更新時期（R9年度末）に合わせて、その有用
性や費用対効果などについて検証していきたいと考えます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

87 02.07 しくみ しくみ

①（１　デジタルトランスフォーメーション）　利用促進の課題に
対して、具体的な取り組みの記載が足りないのではないか。使うの
は市民なので市民に対するデジタル行政サービスの周知や、利便性
を実感できる機会の提供など。ホームページを見る人はホームペー
ジを見るツールとスキルのある人なので、そうではない人へどう啓
発していくかを具体的に記載するべきではないか。（各課が取り組
むべきことであれば、全体的に変革欄を見直すことになるが、デジ
局が設定している指標であるので、具体的に記載が必要と思われ
る。）また、デジタル行政サービスの利用にはマイナンバーカード
が必須であるが、そちらの普及や利用に関する課題はないのか。マ
イナンバーカード発行担当の住民課との役割分担など不明確であ
る。

―
デジタル
自治推進
局

①利用促進の課題に対する具体的な取り組みの記載について、施
策照会シートを修正しました。また、マイナンバーカードについ
ては、かなり普及していますので、今後は活用の幅を広げる取り
組みを関係所属と連携して行いたいと思います。

①今回修正する

88 03.27 安全
防災・危
機

（１　地域防災力）
①行政と住民自治協議会との連携や住民の防災意識を高める活動の
推進についての取り組みや考え方を教えてください。また、市内と
郡部で活動に違いがあるように感じますが、そのことについて把握
していることはありますか。
②防災訓練について、学校、地域住民、施設等も含めて合同で開催
することはできないでしょうか。

―
防災危機
対策局

①防災意識の高揚と地域防災力の向上のため、住民自治協議会の
防災リーダー等を対象とした研修会をはじめ、出前講座や自主防
活性化の取り組みなどを市内全域で行っています。また、市街地
と周辺部、山間地域などそれぞれの地域で想定される災害リスク
も異なることから、住民自治協議会単位でリスクの把握や特性に
応じた自助・共助の推進、継続的な訓練の実施などを明記した
「地区防災計画」の策定を推進しているところです。
②毎年、地域住民、学校、企業や各種団体と一緒に総合防災訓練
を実施しております。

①今回修正する

89 03.27 安全 上下水道

（３　下水道）
①老朽化している下水道の再確認を行ったと報道で知りましたが、
危険箇所等はありましたか。

―
上下水道
部
下水道課

①令和７年１月28日に埼玉県八潮市において発生した下水道管の
腐食が原因とみられる道路陥没事故を受け、硫化水素による腐食
が懸念される遠心力鉄筋コンクリート管（ヒューム管）のうち、
市内（公共下水道・特定環境保全公共下水道）に敷設されている
比較的大きな口径500㎜以上について、伊賀市で独自に緊急点検を
おこなった結果、すべての箇所において異常は認められませんで
した。
調査日
　令和７年２月19日（水）
下水道管の緊急点検箇所
　φ500　Ｌ＝504ｍ

　φ600　Ｌ＝8ｍ

　φ800　Ｌ＝489ｍ

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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90 03.27
ひとを
育む

生涯学習

（１　生涯学習）
①地域で子ども達の居場所の活動をしており、先日、近所にある障
がい者施設で、施設の利用者さんと児童が一緒にボッチャを行い、
とても有意義な時間を過ごせました。障がい者だけでなく、高齢者
等の社会的弱者の方々と共に過ごすことで、身近な地域の人を知
り、関係性がうまれてくると考えます。各地区市民センターに配置
されている生涯学習支援員を活用してこのような活動を継続して取
り組むことはできないでしょうか。
②それぞれの地域で生涯学習支援員がどのようなことをしてきたの
か具体的な取り組みを教えてください。

―

教育委員
会
生涯学習
課
上野図書
館

①生涯学習支援員については、生涯学習の推進を図るため、各地
区市民センター等に配置し、住民自治協議会における生涯学習事
業を支援しています。社会的弱者を含むすべての人が学んだり参
加したりしやすい事業について、地域の実情に応じて行っていま
す。
②生涯学習支援員は、各地域において住民自治協議会が取り組ん
でいる生涯学習事業の実施支援、住民ニーズや地域課題解決に向
けた学習機会の構築、他の住民自治協等と連携した共催事業を実
施しています。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)

91 03.27

にぎわ
いをつ
くる

観光

（２　観光客の受け入れ）
①観光に関して感じていることは、食事ができる店が少ない。コイ
ンロッカーが少ないし、どこにあるのかわからない。また、観光客
のリピーターが少ないと思っています。観光客からのこのような意
見について、どのように対応されますか。 ―

産業振興
部
観光戦略
課

①DMOで取り組んでいるデータマーケティングにより、観光客の
ニーズや困りごとを集約、分析し、関係団体や事業者にフィード
バックする機会を設け、改善に取り組んでいます。また、タビナ
カの情報が得やすくなるよう新しいマップを作成し、滞在時間が
充実したものになるよう取り組んでいます。今後更にホームペー
ジやSNSの充実を図り、観光客が望む情報を発信していきたいと考
えます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

92 03.27

にぎわ
いをつ
くる

農業

（１　農業）
①田舎ならではの体験、例えば芋ほりやタケノコほりなどの農業体
験ができるような企画を考えてはどうでしょうか。例えば普段は、
地元の人がお世話をし、週末に都会からやってきて農業体験をして
自分達の育てたものや伊賀産のものを食べてもらいリピーターと
なってもらうなど、取り組みが広がっていくと思いますが、まず農
業から始めてはどうでしょうか。

―

産業振興
部
農林振興
課

①伊賀市市民農園の契約者とその家族を対象とした芋掘り体験等
は現在も実施していますが、参加対象者を広げた催しも視野に入
れていきます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

93 03.27

にぎわ
いをつ
くる

市街地

（２　市街地の商業・居住）
①旧ふれあいプラザの今後の利用の方向性はどうなるのでしょう
か。中心街で空いているため、街全体に活気がなく感じます。
②市街地の空き店舗をどのように活用していこうと考えています
か。

―

財務部
資産経営
課

産業振興
部
中心市街
地推進課

【財務部　資産経営課】
①旧ふれあいプラザの利活用にあたっては、市としても大きな課
題であると認識しています。市全体の発展に寄与することを第一
に考えたうえで、市街地の価値を高めていくビジョンを地域の
方々と共有しながらあり方の検討を進め、早期の利活用を図りま
す。

【産業振興部　中心市街地推進課】
②②中心市街地の空き店舗活用については、現在、まちづくり会
社が中心となって、活用可能物件の登録や所有者や出店希望者向
けの相談会などに取り組んでいます。今後、にぎわい忍者回廊事
業の開業に伴い、空き店舗活用のニーズも高まっていくことが見
込まれることから、更に官民連携して取り組みを強化していく必
要があります。

①②考え方を記載
(シートは修正な
し)
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94 03.27

にぎわ
いをつ
くる

就業・起
業

（２　起業）
①起業するという意思決定の前段階で、起業してみたいと考え始め
た程度の人（若者）に、起業することのイメージがつかめるような
体験の機会をつくることはできないか。また、それを空き家で行う
など起業したい若者をを呼び込む方策について教えてください。

―

産業振興
部
商工労働
課

①若い方々が起業に至る過程の初期段階においては、起業に対す
る理想と現実をより具体的にイメージするとともに、すでに起業
された方や他の起業を考える方々との情報交換が必要となると考
えています。
こうした方に対する初期的なチャレンジの場として、市民夏のに
ぎわいフェスタやいがＳＨＯＫＯマルシェなど市や商工団体が関
係するイベントにおいて出店の場を提供したり、起業がより具体
化した際は、まちづく会社による空き店舗を活用したチャレンジ
ショップを出店できたりと段階的なチャレンジ場を提供していま
す。
実際に起業したいという話になれば、起業・創業にチャレンジす
る人材の育成や支援を行う拠点として、伊賀市文化都市協会が運
営する産学官連携地域産業創造センター「ゆめテクノ伊賀」にお
いて、インキュベーション室への入居をはじめとして、インキュ
ベーションマネージャーによる市場ニーズの情報提供、資金調達
相談、販路開拓のためのマッチング支援、「創業スクール」の実
施によるビジネスプランの構築や「ＩＧＡ地域創業交流カフェ」
の実施による人脈や横の繋がり構築など、起業・創業時の各ス
テージに必要な支援を実施しています。また、各支援機関が核と
なった「伊賀流創業応援忍者隊」を組織し、開業エリアや業種、
個別の事情などに応じて面的にサポートを行うこととしていま
す。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)

95 03.27

にぎわ
いをつ
くる

歴史・文
化遺産

（３　文化財・歴史資料の活用）
①歴史、文化遺産と観光との連携はできているのか。さらに進める
ことはできないか。

―
教育委員
会
文化財課

①日本遺産「忍びの里　伊賀・甲賀」の各種事業は共同して進め
ているほか、歴史的資産を活かした観光まちづくり事業では、中
心市街地にある歴史的資産の価値について共有し発信していま
す。
また、「いがうえの語り部の会」の依頼を受けて、歴史・文化財
に関する情報提供を行い、まちの魅力発信に寄与しています。
連携は図れていると考えており、歴史・文化遺産の価値の共有や
多角的な発信など、さらに連携を深めます。

①考え方を記載
(シートは修正な
し)
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